
施策評価表　（平成２９年度実施事業対象）　　 （作成日：平成３０年７月１１日）

主担当課
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これまでの成果
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備考欄
 ３０年度

36,784,234 38,520,797 37,853,491 38,013,448

２８年度

実績 目標 実績 目標

正
職
員

従事者数
（単位：人）

人件費（c）

当初予算における一般財
源の割合（一般会計）

62.55%

95.60%

60.76%65.00%

決算

この施策の目的

財政健全化の目安となる経常収支比率ほか健全化指標を常に注視しながら、地方債残高の適正管理に努める。また、経常経
費の抑制、実施効果に配慮した投資的事業の選択と集中による予算編成を行う。健全な財政状況実現のため、相談、指導等
により自主納税の推進を図り収納率向上を目指す。あわせて、使用料などのその他の収入の確保も図り、自主財源確保によ
る財政状況の改善に努める。

関係課

368,672 364,126

３．施策の現状分析（第３次総合計画の現状と課題をもとに記入する）

市債残高は減少していたが、平成２９年度において分庁舎建
設により、市債残高は増加した。今後も収入増加が見込めな
いことから、財源不足による市債の増発が懸念される。市税に
おいては、景気の持ち直しにより、たばこ税以外の全ての税目
で増収となっている。

景気は緩やかに持ち直しているが、少子化による生産年齢人口の減
少等の影響により、市税全体の大幅な収入増加は見込めない状況で
ある。また、高齢化等による扶助費の増加や、これから見込まれる事
業の財源を地方債に依存しなければならない状況でもある。ごみ処理
施設などの三大事業の市債償還のピークは超えたが、公共施設の老
朽化による施設更新費用の増大も見込まれ、厳しい財政状況が予想
される。

社会環境や国・県の動向など、
施策を取り巻く環境について

当初予算

2,941 4,243

この施策の概況

この施策に対する市民ニーズなど、
具体的な事項について

施策指標①
（成果指標）

名称及び単位等

地方債残高（一般会計）

施策指標②
（成果指標）

施策指標③
（成果指標）

２．施策の基本方針（第３次総合計画の基本方針をもとに記入する）

目指す都市像
（政策）

番号 10

主担当部 総務部

名称

施策 番号 3 名称

関係部

中西　孝和

投資的経費を抑えることにより地方債の借り入れの抑制を図ってきた結果、平成15年度をピークに市債残高は減少していた。
しかし、平成２９年度において分庁舎の建設により、市債残高は増加した。これまで減少した公債費に充当していた財源は、行
政に対する様々な要望に応えていくための財源として充当している。

財政健全化の推進

総務課 部長名

収納率（国民健康保険税を
除く）

95.50%

２９年度

１．第３次総合計画における施策の体系

（a）－（b）＝一般財源

歳入
（b）

財源の内訳

４．指標及びコストの推移

726,454 670,730

受益者負担額以外
の歳入（補助金等）

受益者負担額

信頼される行政を進めるまち

839,056
歳出

（直接事業費）（a）
810,427

602,594

95.20% 94.70%

354,884

64.60

施策指標④
（成果指標）

施策指標⑤
（成果指標）

指
標
の
推
移

コストの推移
（単位：千円）

204,892 546,137

トータルコスト
（a）＋（c）

市民活動部、会計課 資産経営課、財産活用課、税務課、収税課、人権政策課、会計課



説明２次評価

８．構成事業の方向性　（それぞれの事務事業における今後の最適手段を検証する）

１次評価 説明

３　縮小する２　維持する

説明

総合評価　２次評価

市債の借入抑制を行う一方で、市債権徴収についてはコンビニ収納等の新たな納入方法の導入や、滞納整理の強化
などを継続する。また、利率の高い預金の積極的な運用により利息収入の増加を図り、財産管理における財産売払の
強化による財源確保にも努め、財政健全化に向けての努力を継続する。

次年度以降の方向性 １　強化する

説明

３　やや低い

景気は持ち直しつつあり、経済状況も最高益をあげる企業もでてきているが、市民生活にはいまだ浸透してきている兆
しは希薄であり、今後も財源確保が重要な課題である。このような状況においても選択と集中により、市民ニーズに可能
な限り応えられるように財源を確保し、財政健全化とのバランスを考えながら、財政運営をする必要がある。

総合評価　１次評価

１　強化する ２　維持する ３　縮小する次年度以降の方向性 1

財政健全化がもたらす市政全般に対する貢献度は非常に高いものであり、市政の根幹をなすものである。

６．施策の課題

この施策の課題
課税客体の的確な把握と、適正な課税、収納率向上による一般財源の確保。
事業の選択と集中による収支バランスの確保。
市債借入の抑制による市債残高の減少、市有財産の売却を含めた有効活用による財政健全化。

成果向上の
可能性はどうか

説明

1 １　高い ２　やや高い

１　十分ある

４　低い

2

３　やや低い

４　ない２　ある程度ある

市政全般に対する
貢献度はどうか

２　やや高い3 ４　低い

５．施策の評価

７．次年度以降の施策の方向性

説明

有効性の評価

この施策の
成果の達成度はどうか

歳入においては、少子高齢化や人口減少などにより税収など一般財源が大幅に増えることも見込めない。また、今後は
新規の事業の推進により市債残高の増加が見込まれ、自主財源の確保は困難な状況である。
歳出においては、高齢化などにより扶助費が毎年増加し、また、公共施設の老朽化に伴う施設更新費用も増加していく
中では、早急な財政健全度向上は困難な状況である。

３　あまりない

１　高い



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

※下記評価の解説
・貢献度－事務事業評価の結果をもとに、この施策での貢献度（重要度）を絶対評価で示しています。
　　（a：不可欠かつ施策の中核をなす事業、b：不可欠な事業、c：不可欠ではないが実施が望ましい事業、d：あまり有効ではない事業）
・方向性－事務事業評価の結果をもとに、この施策からみた各事務事業の今後の方向性を絶対評価で示しています。
　　（拡大する、見直しながら続ける、縮小する、廃止又は休止する、完了する）
・優先度（ソフト事業（任意）のみ）－施策内での事務事業の優先度を相対評価で示しています。
　　（優先度が高い順に　　Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）

優先度
(ソフト任意)

b
見直しな
がら続け

る

９．施策を構成するそれぞれの事務事業の評価

　総務課

施策評価

方向性

拡大する 　

　

a
見直しな
がら続け

る

8

税務課 税務課窓口での原動機付自転車等の申告及び、奈良県市長会や地方公共
団体情報システム機構から送られてくる軽自動車検査協会で受付された申請
書とデータに基づき適正な課税を行う。転出等で市民でなくなった者に対して
は、住所変更の依頼の文書を送付し変更を促す。死亡者に対しては、家人に
相続人代表者指定の依頼文書を送付し、問合せに応じて適切な指導を行い、
適正課税に努める。

1

軽自動車税賦課事務
4,874

ソフト（義務） （千円）

拡大する

b 拡大する 　

6

財産活用課
市が有する普通財産を積極的に利活用し、歳入の確保を図る。
また、可能な限り費用を抑えながら、適正な管理を行う。
各町が所有する共有地について、境界の確定や処分等の適切な土地管理を
行う。

2 現状のまま継続

7

税務課
・ 現年中に完成した新増築家屋の調査業務
・ 現年中に取毀された家屋の調査業務
・ 現年中の所有権移転を把握するための税務通知処理業務
・ 上記３点に基づく次年度課税業務

1

家屋課税業務
4,317

ソフト（義務） （千円）

拡大する

a

b

見直しな
がら続け

る

拡大する

財産管理業務

公有地管理業務
448,107

内部管理・維持管理 （千円）

貢献
度

7,131

内部管理・維持管理 （千円）

5

資産経営課 　各課が管理する土地、建物の増減状況を把握し、財産台帳に整理を行い、
市有財産として把握をする。また　建物等の各種保険の手続を行う。
　各課の事業の見直しなどによって不用となった市有財産（動産）を、より効率
的に売却を推進し、インターネット公有財産売却システムを利用して売却を行
う。
　各町が所有する共有財産の管理の一環として共有地の処分金を一括管理
しており、各町が行う公共事業に関し、処分金を交付する。

　

　

　

　

1

b
見直しな
がら続け

る
　

拡大する

b
見直しな
がら続け

る

b
見直しな
がら続け

る

（千円）

4

総務課

・地方債予算額に基づき、地方債の申請及び借入に関する事務を行う。

・償還予定額に基づき、地方債の償還及び残高管理の事務を行う。

2

地方債事務
0

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

2

総務課
・当初予算説明会で予算編成方針を示し、予算査定を経て当初予算書等の
作成を行う。また、当初予算に変更を加える必要が生じたときは、補正予算編
成を行う。
・総務省指定方法により、財務会計システムの執行データ等を活用し、決算統
計事務を行う。
・予算の執行状況や決算等の財政状況を、市広報やホームページに掲載す
ることによりわかりやすくかつ広く周知する。

1

財政管理事務
19,064

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記）

課名、事務事業名
及び事業種別

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

事業の内容NO.

1 拡大する

・地方交付税に関する県からの各種の照会に対し、資料を作成し、報告する。

・国の基準をもとに算出資料を作成し、交付基準額を算定する。

2 現状のまま継続

地方交付税事務
0

内部管理・維持管理 （千円）

10

（千円）

　債権担当課に対し、法務専門官と連携して、助言や指導を行い、債権管理
の適正化を進める。適正化とは、地方自治法や地方税法、民法などの規定に
基づき、財産があるのに払わない者へは、差押え(滞納処分や裁判所による
強制執行)などを、財産がなくて払えない者へは、徴収停止や債権放棄など状
況に応じた処置を適正に行うこと。また、新たに未収金を発生させない取組み
を行うこと。担当課における効率的な徴収体制の整備を行い、担当課職員へ
の面談等を通じて、個別事案について助言と指導を行い、債権管理の適正化
を進める。

債権管理適正化事業

内部管理・維持管理

3

総務課

内部管理・維持管理

1

戦
略

大
綱

　

　

　

　

　

　

　

　

　

○

○

○

　

○

　

　



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

B

（千円）

現状のまま継続

c
見直しな
がら続け

る

b

NO.
課名、事務事業名

及び事業種別
事業の内容

優先度
(ソフト任意)

18

人権政策課

・分譲宅地等の維持管理(草刈り業務等の委託)を行う。
・分譲宅地等の販売を行う。
・四条駐車場の使用許可及び管理を行う。

2

分譲宅地等管理事業
2,644

ソフト（任意）

b
見直しな
がら続け

る

　

17 　

b
見直しな
がら続け

る

人権政策課
市から奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合に移管した「住宅新築資
金 」「住宅改修資金」「宅地取得資金」の債権について、公正で適正かつ効率
的に償還が進められるよう事務費負担金を支出するとともに、組合返戻金等
の会計処理を行う。

2

住宅新築資金等貸付
金回収管理事業 49,456

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続
見直しな
がら続け

る

16

収税課

滞納の早期解決を図るため、年度毎に市税徴収方針を定め、現年分の徴収
を優先に行い、滞納額の累積の圧縮に努める。

2

市税徴収事務事業
14,807

ソフト（義務）

15

収税課

（千円）

現状のまま継続

b

１．「広報・啓発の推進」広報誌やホームページ、ポスターによる自主納税・口
座振替制度の推進
２．街頭啓発による自主納税推進の取り組み
３．ＯＣＲ機器の読取による早期収納情報への反映

1

市税収納処理事業
71,215

ソフト（義務） （千円）

拡大する

　

　

13

税務課

・ 事業者等に対する申告書発送業務
・ 申告内容に基づく課税対象の把握業務
・ 把握内容に即した次年度課税業務

1 拡大する

b 拡大する

14

税務課 ・地番図修正委託業務
・路線価付設委託業務
・路線価の基となる標準宅地鑑定業務
・地価下落を把握する時点修正委託業務
・現況調査を行い評価する課税業務
・賦課システムへのデータ移行業務

1

　
償却資産課税業務

525

ソフト（義務） （千円）

拡大する 　

ソフト（義務） （千円）

拡大する

土地課税業務
25,623

b
見直しな
がら続け

る

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

貢献
度

方向性

拡大する

b 拡大する

12

税務課
収入がないので申告をしていないと前年の状況から推測される国保の加入者
に対し、市民税申告書を送付し申告を促す。申告額に応じて政令軽減（７割・
５割・２割）を行い、更正を行う。減額により低所得者にも払いやすい税額とな
り、収納率の向上にも繋がる。

2

収納率向上特別対策
事業 376

ソフト（義務） （千円）

（千円）

現状のまま継続

拡大する

b 拡大する 　

11

税務課

税制改正に的確に対応し、各課税システムの運用のもと、給与支払報告書・
確定申告書・市民税県民税申告書等の課税資料から税額を計算し、納税義
務者に対し納税通知書を発布する。

1

市民税賦課事業
44,363

ソフト（義務）

　

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記） 施策評価

（千円）

拡大する

b 拡大する 　

10

9

税務課 ・納税通知書発送業務
・証明書発行等窓口業務
・課税各システム改造事業
・概要調書等、国に提出する各種調書作成業務
・交付税算定に伴う交付税調書作成業務
・評価に対する審査申出関連業務
・職員の知識習得、能力向上事業

1

固定資産税・都市計画
税賦課事務 16,289

ソフト（義務）

税務課 国民健康保険の加入状況に伴い、申告された収入状況、転入者は前市町村
への所得照会の回答を基に、７月に当初の税額決定を行い納付書を送付す
る。以後、資格・所得の変更等に応じて更正を行い通知する。通知内容の疑
問や内容の説明に対し、加入者が納得・理解できるように説明する。また、地
方税法の改正等が行われた場合には、市民への周知を徹底し理解を深め
る。

1

国民健康保険税賦課
事務 7,859

ソフト（義務） （千円）

○

　 ○

　

戦
略

大
綱

　 　

　 　

　 　

　 　

　

　

　

　 　

　 　

　



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

23

会計課 ・各所属で使用する事務用物品について、年度当初に単価契約を実施する。
・各月に各所属から物品請求書受理後、在庫確認の上、不足物品を業者毎に
発注する。
・各所属から購入代金相当額を会計課で取りまとめ、一括して用品調達基金
に支払う。
・用品調達基金を管理し、運用状況を報告する。

3 縮小する

b 縮小する 　
物品の調達・保管業務

656

内部管理・維持管理 （千円）

22

会計課

・各所属から提出される備品の取得・廃棄・移管を審査し、承認通知を各所属
に配布し、備品管理システム上のデータを整理する。
・年1回、備品現況調査を実施する。

2 現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
　備品の管理及び処分

事業 4

内部管理・維持管理 （千円）

21

会計課

・支出書類について、支出科目、支出金額、債権者、契約方法等が適正に実
施されているか、審査する。
・所属課に事務の適正処理について指導する。

2 現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る
　

出納書類の審査事業
2,753

内部管理・維持管理 （千円）

NO.
課名、事務事業名

及び事業種別
事業の内容

事業の方向性及び
Ｈ２９決算額

貢献
度

方向性
優先度

(ソフト任意)

　

20

会計課 ・支払準備資金の管理の実施。
（各所属から3ヶ月毎に収支見込を徴する）
・余裕資金の定期預金先金融機関の格付の実施。
・格付等に基づく資金運用計画の策定。
・公金管理対策委員会を開催し、委員会で承認を受けた方針に基づく資金運
用の実施。

2

公金の保管・運用事業
656

内部管理・維持管理

19

会計課

（千円）

現状のまま継続

b
見直しな
がら続け

る

a
見直しな
がら続け

る

　

・歳入歳出の出納に関すること。
・決算に関すること。
・市指定金融機関及び収納代理金融機関に関すること。
・諸収入の収納に関すること。
・その他出納事務に関すること。

2

公金の出納事業
5,725

内部管理・維持管理 （千円）

現状のまま継続

この施策に関連する事務事業評価の内容（評価内容の転記） 施策評価

　 　

　 　

　 　

戦
略

大
綱

　 　

　 　



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

（作成⽇：平成30年 6⽉ 6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

担当課名 　総務課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

債権管理適正化事業

　松村　吉偉課⻑名

総合計画の
位置付け

　総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 　⾏政事務管理費

実績

－

3644

10

ー

決算

55

62

当初予算

23 10

－

ー

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 12,851 14,291 14,543 14,885

⾒込み

成果指標 ー

　担当課との⾯談回数

　－

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

10 23

当初予算

ー

ー　－

計画実績

－

10 62

14,268 14,533 14,823

事業の開始年度 平成 27 年度 事業の終了予定年度 平成 －

対象 　税外市債権の担当課

事業の
内容説明

　債権担当課に対し、法務専⾨官と連携して、助⾔や指導を⾏
い、債権管理の適正化を進める。適正化とは、地⽅⾃治法や
地⽅税法、⺠法などの規定に基づき、財産があるのに払わない
者へは、差押え(滞納処分や裁判所による強制執⾏)などを、財
産がなくて払えない者へは、徴収停⽌や債権放棄など状況に応
じた処置を適正に⾏うこと。また、新たに未収⾦を発⽣させない
取組みを⾏うこと。担当課における効率的な徴収体制の整備を
⾏い、担当課職員への⾯談等を通じて、個別事案について助⾔
と指導を⾏い、債権管理の適正化を進める。

事業の
⽬的

　財政健全化の推進(⾃主財源の確保)や納付の公平性
の観点から、債権管理の適正化を⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

48

－

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 48

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標② －

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

12,841

単位当た
りコスト

計算式等
292 397 264 310

（トータルコスト）／（活動指標①）

2.25 2.50 2.50 2.55

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 　担当課への指導と助⾔を⾏い、⾼額滞納者や⻑期間⽀払いのない者から回収できた。また、悪質滞納者への訴え
の提起や、徴収不能と判断される債権の債権放棄を⾏えた。

1 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

　現年度と⽐較すると、⼤幅に徴収率が下がる滞納繰越分の未収債権を回収できた。また、徴収不能と判断される
債権を債権放棄することで、財政健全化の推進を図ることができた。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 　本事業のコストは、ほぼ⼈件費であり、これ以上のコスト低減は難しいが、事業を継続することにより、知識と経験を
蓄積して、担当課への助⾔と指導を、より効率的で質の⾼いものへと改善する。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

① 担当課における効率的な徴収体制の整備を⾏う。
　督促や差押え(滞納処分や裁判所による強制執⾏)、徴収停⽌や債権放棄など状況に応じた適正な処置を増やし、より効
率的・迅速に訴訟や債権放棄など適切な処置を⾏えるよう、債権管理条例の制定等を⽬指す。
② 担当課への⾯談を継続することで、個別事案について助⾔と指導を⾏い、担当課の徴収職員のレベルアップを図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 　債権管理の適正化は、担当課での債権発⽣段階からの早期の対処が重要である。担当課の徴収職員が、⼀定
の段階まで早期に対処できるように、効率的な徴収体制の整備と、担当課への助⾔と指導を増やしていく。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

19,909 19,776 19,064 14,670

19,064 14,67019,776

1

19,909

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年 6⽉ 6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

松村　吉偉課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

財政管理事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

総務課

 活動指標① 5

 活動指標②

当初予算

実績

5

決算状況調査（回） 1

5

⾒込み

5

1

⾒込み

成果指標

予算編成回数（回）

1

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

5

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 2 選択と集中による⾏政経営

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 3 歳⼊歳出の健全化

改⾰名 24 財政の健全化と財政状況の公表

予算事業名 財政事務管理費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 予算及び決算

事業の
内容説明

・当初予算説明会で予算編成⽅針を⽰し、予算査定を経て当
初予算書等の作成を⾏う。また、当初予算に変更を加える必要
が⽣じたときは、補正予算編成を⾏う。
・総務省指定⽅法により、財務会計システムの執⾏データ等を
活⽤し、決算統計事務を⾏う。
・予算の執⾏状況や決算等の財政状況を、市広報やホーム
ページに掲載することによりわかりやすくかつ広く周知する。

事業の
⽬的

財政計画との調整を図り、予算編成及び予算執⾏管理を
実施し、財政の健全化を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

25,111 25,111 25,577

トータルコスト　（a）＋（c） 45,020 44,887 44,641 39,957

4.40 4.40 4.40 4.35

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

第５次⾏政改⾰⼤綱２３、２５、２６にも該当する。

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
25,287



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 ⾃主財源の⼤幅な増加を⾒込めない状況においても、財政計画との調整を図り、予算編成及び予算執⾏管理を
実施、将来的に持続可能な市政運営ができるよう、財政の健全化に努めている。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

財政計画との調整を図り、予算編成及び予算執⾏管理を実施することにより、上位施策を推進できるよう財政健全
化を図っている。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明
財政管理事務は職員による⾼度な知識を要する管理事務であり、委託できる事業ではないためコスト削減の余地は
あまりない。しかし、平成３２年度予算編成から新しい財務会計システムを導⼊予定であり、更なる改善を図ってい
く。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

⾃主財源の⼤幅な増加を⾒込めない状況において、健全な財政運営を⾏うためには、的確な事業の取捨選択を⾏い、事務
事業の⾒直しを継続する必要がある。
現在使⽤している財務会計システムは更新時期を迎えており、H29年度より本格的に⼊替の準備を進めており、平成３２年
度予算編成で新財務会計システムを導⼊し、さらなる事務の効率化を図る。また、新公会計制度についても、H29年度に本
格的に導⼊しており、今後は多⽅⾯での財務書類の活⽤を進めていく。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
従来からの予算編成や執⾏管理という単⼀的な視点を改め、現在は財政の健全化に向けた分析や経営的な視点
に基づく新公会計制度による財務書類の公表等をおこなっており、今後も財政健全化に向けた取り組みを継続して
進めていく。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

990,000

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1,000,000

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年 6⽉ 6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

松村　吉偉課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

地⽅交付税事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

総務課

 活動指標① 5,034,925

 活動指標②

当初予算

実績

5,260,893

特別交付税額（千円） 1,000,000

5,168,156

⾒込み

5,319,550

887,554

⾒込み

成果指標

普通交付税額（千円）

911,754

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

5,150,954

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 2 選択と集中による⾏政経営

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 3 歳⼊歳出の健全化

改⾰名 24 財政の健全化と財政状況の公表

予算事業名 ー

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 地⽅交付税（普通交付税及び特別交付税）

事業の
内容説明

・地⽅交付税に関する県からの各種の照会に対し、資料を作成
し、報告する。

・国の基準をもとに算出資料を作成し、交付基準額を算定す
る。

事業の
⽬的

　地⽅交付税は本来、地⽅⾃治体の税収⼊とすべきである
が⾃治体間の財源の不均衡を調整し、すべての⾃治体が
⼀定の⽔準を維持できるよう、財源を保障する⾒地から国
税として国が代わって徴収し、⼀定の合理的な基準によって
再配分される。本市の財源不⾜を補てんするため、基準財
政需要額、基準財政収⼊額等により算定資料を作成し、
交付税の交付を受ける。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,707 5,707 5,813

トータルコスト　（a）＋（c） 5,707 5,707 5,813 5,813

1.00 1.00 1.00 1.00

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
5,813



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 　的確な算定により交付税額を算出することで、市⺠の多様なニーズに応える施策のための財源を確保している。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

⼤幅な⾃主財源の増加が⾒込めない状況下において、的確な算定により交付税額を算出することで、財政健全化
の推進に寄与している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 地⽅交付税事務は職員による管理事務であり、委託できる事業ではないため、コスト削減の余地はあまりない。しか
し、事務の効率化を図ることにより、時間外勤務を削減できるよう取り組む。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

交付税額の算定事務については、総務省で定められた算定⽅法により算定されるため、市で独⾃に改善できるような余地はな
い。事務処理上、算定に必要な数値の報告漏れ等がないように、細⼼の注意を払っていくことが求められる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 地⽅交付税は地⽅財政制度の根幹をなすものであるため、健全な財政運営を⾏うには、今後も継続して適正な事
務処理を実施していく必要がある。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

11

3,623,527

11

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

4,312,930

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年 6⽉ 6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

松村　吉偉課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

地⽅債事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

総務課

 活動指標① 2,965,300

 活動指標②

当初予算

実績

2,217,900

元利償還⾦（千円） 3,920,406

3,291,200

⾒込み

5,036,200

4,278,969

⾒込み

成果指標

市債借⼊額（千円）

4,514,914

決算

指標の
推移

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

5,432,400

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 2 選択と集中による⾏政経営

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 3 歳⼊歳出の健全化

改⾰名 24 財政の健全化と財政状況の公表

予算事業名 市債借⼊事務

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 地⽅債

事業の
内容説明

・地⽅債予算額に基づき、地⽅債の申請及び借⼊に関する事
務を⾏う。

・償還予定額に基づき、地⽅債の償還及び残⾼管理の事務を
⾏う。

事業の
⽬的

単年度に多額の財源を必要とする事業について、地⽅債の
発⾏により資⾦を調達し、その財政負担を元利償還にて後
年度に平準化し、世代間負担の公平を図る。また、地⽅債
の償還が将来の財政状況を悪化させないよう管理する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,707 5,707 5,813

トータルコスト　（a）＋（c） 5,718 5,707 5,813 5,813

1.00 1.00 1.00 1.00

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
5,813



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 単年度に多額の財源を必要とする事業について、地⽅債の発⾏により資⾦を調達し、その財政負担を元利償還とい
う形で後年度に平準化し、世代間の公平を図っている。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

地⽅債の償還が、将来の財政悪化を招かないよう適正に管理することにより、財政健全化の推進に寄与している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 　地⽅債事務は、職員による管理事務であり委託できる事業ではないため、コスト削減の余地はあまりない。しかし、
事務の効率化を図ることにより、職員の時間外勤務を削減できるよう取り組んでいく。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

単年度に多額の財源を必要とする事業について、地⽅債の発⾏による資⾦調達を⾏い、その財政負担を元利償還にて後年
度に平準化し、世代間負担の公平を図ることは重要である。しかし、財政状況を改善するには、償還額より借⼊額を少なくす
ることで、起債残⾼を減らすことや、交付税算⼊のある有利な地⽅債を選択するなどの⼯夫が必要であり、今後も継続して⾏
う。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
健全な財政運営を⾏うには、今後も計画的に借⼊れを⾏う必要があり、地⽅債残⾼の適正な管理に努めていく。今
後については、利率の低い公的機関の借⼊れを活⽤し、⺠間資⾦を借⼊れる場合は、⼀部の割り振り額以外は、
⾦融機関からの⼊札により、借⼊先の選定を実施していく。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

5,511 3,255 3,115 7,090

7,131

4,130 4,016 500

7,5907,385

1,847

7,358

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年　6⽉　  1⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⿊⽥　元晴課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

財産管理業務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

資産経営課

 活動指標①

 活動指標②

当初予算

4

実績

市有財産（動産）売却件数

⾒込み

2

⾒込み

成果指標 4

決算

指標の
推移

1 2

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 ー

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 市有財産等

事業の
内容説明

　各課が管理する⼟地、建物の増減状況を把握し、財産台帳
に整理を⾏い、市有財産として把握をする。また　建物等の各種
保険の⼿続を⾏う。
　各課の事業の⾒直しなどによって不⽤となった市有財産（動
産）を、より効率的に売却を推進し、インターネット公有財産売
却システムを利⽤して売却を⾏う。
　各町が所有する共有財産の管理の⼀環として共有地の処分
⾦を⼀括管理しており、各町が⾏う公共事業に関し、処分⾦を
交付する。

事業の
⽬的

市有財産の把握、不⽤となった市有財産の売却の推進及
び各町が所有する共有財産処分⾦を管理する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,992 4,851 4,941

トータルコスト　（a）＋（c） 13,350 12,236 12,072 12,531

1.05 0.85 0.85 0.85

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
4,941



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 インターネット公有財産売却システムを利⽤して市有財産（動産）２件の売却を⾏った。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市有財産（動産）の売却を⾏ったことにより歳⼊が増加したが、インターネット公有財産売却システムの利⽤⼿数料
として歳出も増加した。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 直接事業費として計上しているのは、ほぼ建物⽕災保険料及び市⺠総合賠償保障保険料であり、削減の余地はな
いため、事務の効率化を図る検討が必要である。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

　継続的に各課の事業の⾒直しなどによって不⽤となった市有財産（動産）を、より効率的に売却を推進するため、認知度
は⾼く、⼊札参加も簡単で多くの⼊札が⾒込め、⾼い有利な価格で売却することが期待できるインターネット公有財産売却シ
ステムを利⽤して売却を⾏うことで、歳⼊の増加が⾒込める。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 　継続的に不⽤となった市有財産（動産）の売却を進める。但し、インターネット公有財産売却システムの利⽤⼿
数料の⽀出が必要となる。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

316,578 38,762 328,338 -42,424

448,107

113 45 113

424,159575,482

66

1,094

466,470536,607194,665 119,724

512,337

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

66

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

三浪　治課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業内部管理・維持管理

公有地管理業務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

財産活⽤課

 活動指標① 5

 活動指標②

当初予算

466,470

実績

2

普通財産（⼟地建物）の処分代⾦＋貸付料

普通財産（⼟地建物）の貸付件数 66

5

⾒込み

2

119,665

80

⾒込み

成果指標 466,470

普通財産（⼟地）の処分件数

80

決算

指標の
推移

194,665 536,607

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

7

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 3 親しまれ信頼される市役所の実現と職員の育成

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 2 信頼される市役所の実現

改⾰名 22 市有財産の処分・貸付け等の有効活⽤

予算事業名 市有財産管理費

事業の開始年度 平成 - 年度 事業の終了予定年度 平成 －

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 普通財産及び共有地等

事業の
内容説明

市が有する普通財産を積極的に利活⽤し、歳⼊の確保を図
る。
また、可能な限り費⽤を抑えながら、適正な管理を⾏う。
各町が所有する共有地について、境界の確定や処分等の適切
な⼟地管理を⾏う。

事業の
⽬的

普通財産の利活⽤及び各町に存在する共有地の⼟地管
理を⾏う。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

7,419 7,990 4,941

トータルコスト　（a）＋（c） 519,756 583,472 453,048 432,588

1.30 1.40 0.85 1.45

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
8,429



1 2 3 4

1 2 3

4 5

3
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 平成29年度においては、貸付については、予定額以上の歳⼊を得られた。売却については、普通財産（⼟地）2件
を売却することができたが、インターネット公有財産売却システムを利⽤した売却はできなかった。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

売却、貸付などにより歳⼊の確保をすることができた。また、⼀部の普通財産（⼟地）に防草シートの設置を⾏い、
翌年以降の草刈費⽤等を削減することができた。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 平成29年度からインターネット公有財産売却システムを利⽤した売却を実施しており、広く周知を⾏うことにより、売
却の促進につなげていく。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

売却可能な普通財産（⼟地）については、平成29年度からインターネットを利⽤した売却を実施しており、
売却の促進を図っている。このことにより、平成29年度では計3回の売却を実施したが、
平成30年度は年間最⼤5回の売却実施を計画している。
売却ができない普通財産（⼟地）については、貸付などの有効活⽤を図り、歳⼊を得て、管理費⽤の削減を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
インターネット公有財産売却システムを利⽤した売却の場合は、落札価格の3.24％のシステム利⽤料が必要となる
が、⼀度、従来どおりの⼿法を⽤いて売却できなかった⼟地を、同システムを利⽤して売却することにより、応札機会の
拡⼤が期待できるため、今後も継続して実施していく。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

9,803 4,737 4,317 4,640

4,317 4,6404,7379,803

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進
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3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

辻本　昌弘課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業ソフト（義務）

家屋課税業務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

税務課

 活動指標① 59,000

 活動指標②

当初予算

500

実績

59,022

新増築家屋棟数

59,000

⾒込み

59,089

502

⾒込み

成果指標 500

賦課棟数

決算

指標の
推移

528 500

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

59,000

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 固定資産税賦課事務費

事業の開始年度 平成 - 年度 事業の終了予定年度 平成 -

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 賦課期⽇（1⽉1⽇現在）に、橿原市で家屋を所有する
納税義務者

事業の
内容説明

・ 現年中に完成した新増築家屋の調査業務
・ 現年中に取毀された家屋の調査業務
・ 現年中の所有権移転を把握するための税務通知処理業務
・ 上記３点に基づく次年度課税業務事業の

⽬的 地⽅税法に基づく公平適正な課税

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

24,198 26,480 26,972

トータルコスト　（a）＋（c） 34,001 31,217 31,289 28,183

4.24 4.64 4.64 4.05

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
23,543



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 適正な課税により税収を確保している。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市の財源確保

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 主な費⽤は電算システム（家屋評価計算ソフト）であるため、経費削減は困難である。⼈材育成により時間数を低
減させる余地はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

新増築家屋の把握については、市内全域を定期的に巡回し確認している。市内巡回の数を増やすことにより更なる把握が可
能と思われるので、新築住宅が集中する地区を重点的に調査回数を増やす。また、建築指導課の建築確認申請のデータを
活⽤し、課税客体の把握に努める。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 システム活⽤により、課税事務の効率化・適正化を図り、事業コスト削減に取り組む。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進
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3

担当課名 税務課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

軽⾃動⾞税賦課事務

辻本　昌弘課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 市⺠税賦課事務費

実績

98.3%

42,66241,525

5,572

43,204

決算

2

42,433

3

5,640

当初予算

5,549 4,874

98.2%

1

43,400

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 15,559 15,536 15,047 15,813

⾒込み

成果指標 98.1%

賦課件数 （４⽉１⽇現在の賦課件数）

実際の登録件数

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

5,571 5,546

当初予算

41,694

98.2%賦課率 （賦課件数／実際の登録件数）

計画実績

3

98.2%

4,872 5,637

9,987 10,173 10,173

事業の開始年度 平成 ― 年度 事業の終了予定年度 平成 ―

対象 市内を定置場とする軽⾃動⾞等の納税義務者

事業の
内容説明

税務課窓⼝での原動機付⾃転⾞等の申告及び、奈良県市⻑
会や地⽅公共団体情報システム機構から送られてくる軽⾃動⾞
検査協会で受付された申請書とデータに基づき適正な課税を⾏
う。転出等で市⺠でなくなった者に対しては、住所変更の依頼の
⽂書を送付し変更を促す。死亡者に対しては、家⼈に相続⼈
代表者指定の依頼⽂書を送付し、問合せに応じて適切な指導
を⾏い、適正課税に努める。

事業の
⽬的

適正課税に努め、財政の健全化を推進することを⽬的とす
る

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

40,949

42,270

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 40,221

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標② 41,694

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

9,987

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

1.75 1.75 1.75 1.75

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 適正な課税に努めている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市の財源確保

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 軽⾃動⾞の登録や廃⾞が増えており、重課や軽課が導⼊され説明の対応が増加している。また、その⼊⼒を⼿作業
で⾏っており、税制度の複雑化により事務量が多く削減の余地は少ないが、データチェックの⼿法に改善の余地がある

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

申告書とデータにより変更事項が送られてくるが、⼈の⼿で⾏う作業であるため、確認を２⼈以上で⾏うなどして課税誤りが無
いようにすることが必要である。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 データの利⽤によるチェックの強化を図り、組織的なチェック体制を構築し、適正な課税となるよう事務処理を⾒直す

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

7,241 20,070 16,289 7,593

16,289 7,59320,0707,241

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進
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3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

辻本　昌弘課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業ソフト（義務）

固定資産税・都市計画税賦課事務事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

税務課

 活動指標① 13

 活動指標②

当初予算

46,239

実績

8

納税通知書発送件数

13

⾒込み

13

45,719

⾒込み

成果指標 46,497

公⽰送達件数

決算

指標の
推移

45,563 45,982

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

13

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 固定資産税賦課事務費

事業の開始年度 平成 - 年度 事業の終了予定年度 平成 -

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 納税義務者（課税客体）

事業の
内容説明

・納税通知書発送業務
・証明書発⾏等窓⼝業務
・課税各システム改造事業
・概要調書等、国に提出する各種調書作成業務
・交付税算定に伴う交付税調書作成業務
・評価に対する審査申出関連業務
・職員の知識習得、能⼒向上事業

事業の
⽬的 適正な課税を⾏い、納税義務者に対して適切に通知する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

24,825 20,659 21,043

トータルコスト　（a）＋（c） 32,066 40,729 37,332 22,126

4.35 3.62 3.62 2.50

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

H28年度納税通知書発送件数及び公⽰送達件数修正

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
14,533



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 適正な課税を⾏っている。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市の財源確保。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 コストのほとんどは、納付書印刷、及び郵送費等の課税業務にとっての必要経費であるが、細部の⾒直しによるコスト
低減の余地はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

・納税義務者把握について、内外を問わず各組織間の連絡を密にすることで的確かつ迅速な把握に努める。また、公⽰送達
については、競売事件や破産事件等など景気動向に左右されることから件数を減らすのは困難であるが、組織間の連絡を密
にし的確かつ迅速な把握に努め、納税義務者の税政に対する信頼を⾼める。
・研修等により職員の能⼒向上を図り、納税者に対する説明責任を果たし税政への信頼を⾼める。
・事務の電算化を推進することで、事業の効率化を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 研修等による職員の能⼒向上と、事務の電算化による効率性を⾼める。

1



（ ）
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（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進
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3

担当課名 税務課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

国⺠健康保険税賦課事務

辻本　昌弘課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名

実績

20,000

7,232

決算

9,136

当初予算

8,033 7,859

19,123

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 25,209 26,010 26,170 27,447

⾒込み

成果指標 20,000

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

7,232 8,033

当初予算

20,000当初賦課世帯数

計画実績

18,364

7,859 9,136

17,977 18,311 18,311

事業の開始年度 平成 ― 年度 事業の終了予定年度 平成 ―

対象 国⺠健康保険加⼊者

事業の
内容説明

国⺠健康保険の加⼊状況に伴い、申告された収⼊状況、転⼊
者は前市町村への所得照会の回答を基に、７⽉に当初の税額
決定を⾏い納付書を送付する。以後、資格・所得の変更等に
応じて更正を⾏い通知する。通知内容の疑問や内容の説明に
対し、加⼊者が納得・理解できるように説明する。また、地⽅税
法の改正等が⾏われた場合には、市⺠への周知を徹底し理解
を深める。

事業の
⽬的

国⺠健康保険の加⼊者に対し、適正な課税事務を遂⾏し
財政の健全化を推進する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

17,977

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

3.15 3.15 3.15 3.15

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 適正な課税に努めている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

国⺠健康保険事業のための財源確保。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 システムの機能だけにとらわれず、データの活⽤により効率化できないか検討するため、⼀時的に時間数は増⼤する。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

昨年に引き続き政令軽減の拡⼤により、対象となる加⼊者増が⾒込まれる。そのため、申告の重要性を伝え、当初の納税通
知より軽減を適⽤した税額での送付をすることにより、更正の件数が減り、需⽤費・役務費の削減が⾏える。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 費⽤を低減する⼿法を⽬指すことで、時間数は⼀時的に増⼤が⾒込まれる。

1
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31,370 35,521 34,846 38,866

44,363 47,80544,496

120,325

8,9398,9759,678 9,517

41,048

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

120,933

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進
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3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

辻本　昌弘課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業ソフト（義務）

市⺠税賦課事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

税務課

 活動指標① 124,046

 活動指標②

当初予算

97

実績

124,673

賦課率

賦課⼈数（課税資料把握対象者） 120,325

124,046

⾒込み

124,046

97

120,579

⾒込み

成果指標 97

課税対象者

120,799

決算

指標の
推移

97 97

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

124,673

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 市⺠税賦課事務費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 市⺠全般

事業の
内容説明

税制改正に的確に対応し、各課税システムの運⽤のもと、給与
⽀払報告書・確定申告書・市⺠税県⺠税申告書等の課税資
料から税額を計算し、納税義務者に対し納税通知書を発布す
る。

事業の
⽬的

市の財源となる税収を確保するため、適正かつ公平な課税
事務を遂⾏し、財政健全化を推進する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

52,504 52,504 53,480

トータルコスト　（a）＋（c） 93,552 97,000 97,843 106,516

9.20 9.20 9.20 10.10

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
58,711



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 課税対象者に対する賦課⼈数（課税資料把握対象者）の割合に関して、⼀定の把握はできており、適正課税に
繋がっている。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

地⽅⾃治体の主要な財源確保に貢献している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 現状において⼀定レベルでのシステム化や業務改善は⾏われているが、さらに⾒直しを進めることにより、コスト及び時
間の低減は図れる。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

適正公平な賦課と税収確保のため、システム化等による業務の⾒直しや研修等の取り組みによる職員の専⾨知識の向上を
推進していくことで、集中する繁忙期の業務効率化が図れる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 事業は市の財源を確保するための法定事業であり継続していくが、個別業務については更なる⾒直し等により、費⽤
⾯の軽減を図っていく。

1
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（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）
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担当課名 税務課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

収納率向上特別対策事業

辻本　昌弘課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名

実績

42%

1,3001,139

388

253

決算

901

446

当初予算

428 376

28%

550

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 1,244 1,284 1,248 1,318

⾒込み

成果指標 42%

軽減対象者数 （申告書送付件数）

申告書回答数 （申告者数）

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

388 428

当初予算

550

42%当初賦課世帯数

計画実績

28%

376 446

856 872 872

事業の開始年度 平成 ― 年度 事業の終了予定年度 平成 ―

対象 国⺠健康保険加⼊者

事業の
内容説明

収⼊がないので申告をしていないと前年の状況から推測される国
保の加⼊者に対し、市⺠税申告書を送付し申告を促す。申告
額に応じて政令軽減（７割・５割・２割）を⾏い、更正を⾏
う。減額により低所得者にも払いやすい税額となり、収納率の向
上にも繋がる。

事業の
⽬的

低所得者層に対する国保税の負担の軽減を図り、収納率
向上に努める。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

1,300

319

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 1,300

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標② 550

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

856

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

0.15 0.15 0.15 0.15

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 適正な課税に努めている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

軽減に伴い税収は減となるが、収納率の向上により財源確保をおこなえる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 低所得者や⾮⾃発的失業者に伴う国⺠健康保険の加⼊者の増加により、事務量も増加し、コスト削減の余地はな
い。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

所得が少ない場合や課税される所得がない被保険者に、申告の必要性を周知し、前もって市県⺠税申告書を提出してもらう
ことで更正通知の送付件数を減少させ、経費の削減を⾒込む。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 低所得者が申告により軽減の可能性があるため、申告の重要性を周知し、減額により納税がしやすい環境をつくる。

2
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（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）
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担当課名 税務課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

償却資産課税業務

辻本　昌弘課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 固定資産税賦課事務費

実績

6,800

780782

521

決算

811

564

当初予算

510 525

6,890

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 2,576 2,679 2,734 2,599

⾒込み

成果指標 6,800

賦課件数

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

521 510

当初予算

6,800データパンチ件数

計画実績

7,819

525 564

2,169 2,209 2,035

事業の開始年度 平成 - 年度 事業の終了予定年度 平成 -

対象 賦課期⽇（1⽉1⽇現在）に、橿原市で償却資産を所有
する納税義務者

事業の
内容説明

・ 事業者等に対する申告書発送業務
・ 申告内容に基づく課税対象の把握業務
・ 把握内容に即した次年度課税業務

事業の
⽬的 地⽅税法に基づく公平適正な課税

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

780

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 780

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,055

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

0.36 0.38 0.38 0.35

⼈件費　（c）

以前はデータパンチ作業を委託していたが、平成２７年度より基幹システム変更に伴い、職員が⼊⼒している。



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 適正な課税により税収を確保している。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市の財源確保。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 申告書データをパンチ委託していたが、基幹システム変更に伴い、職員が⼊⼒しコスト削減に努めている。⼈材育成
により時間数を低減させる余地はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

橿原市内の新規事業主について、従来どおり市⺠税担当の新規事業開設者⼀覧表で確認することに加え、新たな⼿法の検
討を⾏い課税客体の把握に努める。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 新規事業主の把握を的確に⾏うことで公平・適正な課税を確保する。

1



（ ）
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2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

（作成⽇：平成30年6⽉6⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

担当課名 税務課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

⼟地課税業務

辻本　昌弘課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 固定資産税賦課事務費

実績

100

7639

51,765

決算

21

16,927

当初予算

25,488 25,623

100

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 76,305 50,028 51,491 43,667

⾒込み

成果指標 100

更正筆数

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

51,765 25,488

当初予算

100適正な課税率

計画実績

100

25,623 16,927

24,540 25,868 26,740

事業の開始年度 平成 - 年度 事業の終了予定年度 平成 -

対象 課税客体（賦課期⽇における橿原市内の⼟地）

事業の
内容説明

・地番図修正委託業務
・路線価付設委託業務
・路線価の基となる標準宅地鑑定業務
・地価下落を把握する時点修正委託業務
・現況調査を⾏い評価する課税業務
・賦課システムへのデータ移⾏業務

事業の
⽬的

地⽅税法に基づき、公平・適正な課税を⾏い、もって財政
健全化の推進を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

163

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 76

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

24,540

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

4.30 4.30 4.45 4.60

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 適正な課税を⾏っている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

市の財源確保。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 課税事務の執⾏⽅法の細部を点検する事により、コスト低減の余地はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

・⼟地鑑定評価を基にした路線価データや、⼟地の所在を記す地番図の整備により、⼟地評価の精度を⾼め、納税者への説
明責任を果たし税⾏政への信頼を⾼める。
・価格の下落状況を把握し反映させることによって、⼟地評価に対する納税者の信頼を⾼める。
・評価⽀援システム活⽤に伴う事務の効率化によるコスト低減と、評価の公平及び適正化を向上させ納税者の税⾏政への信
頼を⾼める。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 システム活⽤により、課税事務の効率化・適正化を図り、事業コスト削減に取り組む。

1
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O

実
施
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（作成⽇：平成30年　6⽉　5⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

担当課名 収税課

事業ソフト（義務）

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

市税収納処理事業

⼭本　周平課⻑名

総合計画の
位置付け

総務部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 市税徴収事務費、国⺠健康保険税徴収事務費

実績

95

3636

74,699

決算

35

87,154

当初予算

89,586 71,215

95

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 2 選択と集中による⾏政経営
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 3 歳⼊歳出の健全化

改⾰名 21 納税⼿段拡充の検討

トータルコスト　（a）＋（c） 105,517 120,975 100,280 119,126

⾒込み

成果指標 95

⼝座振替普及率（％）

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

74,699 89,586

当初予算

95市税徴収率（％）（収納額／調定額）

計画実績

96

71,215 87,154

31,389 29,065 31,972

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

対象 橿原市に納税する全ての者

事業の
内容説明

１．「広報・啓発の推進」広報誌やホームページ、ポスターによる
⾃主納税・⼝座振替制度の推進
２．街頭啓発による⾃主納税推進の取り組み
３．ＯＣＲ機器の読取による早期収納情報への反映

事業の
⽬的

徴収率の向上に向けて、納税意識の⾼揚を図りながら⾃主
納税を促し、安定した⾃主財源としての税収の確保に努め
る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

36

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標① 36

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

30,818

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

5.40 5.50 5.00 5.50

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 ⼝座振替の利⽤者はほぼ横ばいであるが、徴収率は向上している。

1 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

納税者の納付機会の拡充及び安全性から有効と考えられる。また、ＯＣＲ機器による正確な収納データの早期反
映により滞納整理がスムーズに進むため、貢献度は⾮常に⾼い。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 ⽇々の消し込み収納業務、還付業務や⼝座振替の新規改廃届けに追われる状態で、⼈件費等の削減は⾮現実
的である。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

ペイジー収納の納税⽅法の導⼊により、納税機会の拡充を図ることが、収納率・利便性の向上だけでなく、収納情報がデータ
で収受できるため、収納事務の削減に寄与できることが期待できる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 平成２８年１⽉に新基幹システム稼動にあわせコンビニ収納を開始したが、更なる納税⼿段の拡充と収納事務の
合理化のためにペイジー収納導⼊に向けた取り組みを検討する。

1



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

17,502 20,914 14,807 28,001

14,807 28,00120,91417,502

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年　6⽉　5 ⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

⼭本　周平課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

総務部

事業ソフト（義務）

市税徴収事務事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

収税課

 活動指標①

 活動指標②

当初予算

95

実績

市税徴収率（％）（収納額／調定額）

⾒込み

96

⾒込み

成果指標 95

決算

指標の
推移

95 95

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 2 選択と集中による⾏政経営

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 3 歳⼊歳出の健全化

改⾰名 20 税の徴収率の向上

予算事業名 市税徴収事務費、国⺠健康保険税徴収事務費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 橿原市が賦課する全ての者

事業の
内容説明

滞納の早期解決を図るため、年度毎に市税徴収⽅針を定め、
現年分の徴収を優先に⾏い、滞納額の累積の圧縮に努める。事業の

⽬的
将来にわたり持続可能な⾏政運営を⾏うための安定した⾃
主財源としての税収確保を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

70,767 61,807 61,037

トータルコスト　（a）＋（c） 88,269 82,721 75,844 83,225

12.40 10.83 10.50 9.50

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
55,224



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 滞納管理システムにより効率的な滞納整理を実施しており、財産調査から差押、換価⼿続きに⾄るまで⼀連の進⾏
管理業務を適正に執⾏している。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

徴収率の向上が、⾃主財源の確保に貢献している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明
いまだ景気が良くならないなか、市税収⼊の確保がますます厳しい状況にある。そうした中で税収を確保するため、法
律に基づき適切な滞納者の実態調査を⾏った上での滞納整理が求められる。こうしたことから⼈件費の削減は困難と
いえる。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

分納誓約後の履⾏監視に努めるとともに、的確な財産調査と差押を基調とした適正な滞納整理を⾏うことで滞納額の縮減に
取り組む。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 今後も⾃主財源としての税収確保を最優先に掲げ事業を継続する。そのための予算や⼈員は従前以上に必要とな
る。

2
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（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）
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3

担当課名 ⼈権政策課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

住宅新築資⾦等貸付⾦回収管理事業

松村　恒雄課⻑名

総合計画の
位置付け

市⺠活動部

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 管理事業費

実績

45,006

決算

3,160

当初予算

3,160 49,456

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 48,716 6,870 53,234 6,938

⾒込み

成果指標

ー

ー

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

45,006 3,160

当初予算

ー

計画実績

49,456 3,160

3,710 3,778 3,778

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

対象 奈良県住宅新築資⾦等貸付⾦回収管理組合

事業の
内容説明

市から奈良県住宅新築資⾦等貸付⾦回収管理組合に移管し
た「住宅新築資⾦ 」「住宅改修資⾦」「宅地取得資⾦」の債権
について、公正で適正かつ効率的に償還が進められるよう事務
費負担⾦を⽀出するとともに、組合返戻⾦等の会計処理を⾏
う。

事業の
⽬的

奈良県住宅新築資⾦等貸付⾦回収管理組合に関する事
務事業を⾏うことを⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

3,710

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

0.65 0.65 0.65 0.65

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 市町村の回収業務が組合に移り、借受⼈に対し平成19年2⽉から法的⼿続きを開始したことによって、⼀定の効果
が上がっている。

2 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

上記の成果により貸付⾦の回収が進んでいるため、財政健全化への貢献度は⾼い。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明
債権回収は専⾨知識等を有する⼀部事務組合により法的措置等を段階的に⾏っており効率的な債権回収に寄与
している。回収管理組合負担⾦は、各地⽅⾃治体の債権額を基礎として2年ごとに算出されるため、毎年債権額が
減少することから低減の余地はある。

説明

2

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

平成17年1⽉1⽇に発⾜した奈良県住宅新築資⾦等貸付⾦回収管理組合も10年以上が経過して、法的措置等による回
収も軌道にのり、⼀定の成果を収めているので、今後も回収管理組合の事務業務を推進する。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 ⻑期間納付が⾒られない滞納者への対応については、今後も組合に対して借受⼈の状況に応じた法的措置等の要
望をしていく。

2
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1,527 2,197 2,126 1,836

2,644 2,3162,749

480

480552548 518

2,075

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

552

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）
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3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

松村　恒雄課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒

市⺠活動部

事業ソフト（任意）

分譲宅地等管理事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

⼈権政策課

 活動指標① 1

 活動指標②

当初予算

10,000

実績

分譲宅地販売⾦額（単位：千円）

四条駐⾞場使⽤料収⼊（単位：千円） 480

1

⾒込み

1

8,534

518

⾒込み

成果指標 10,000

分譲宅地販売件数

548

決算

指標の
推移

10,000

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

1

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明 分譲宅地等は市有地のため、維持管理をやめることができない。

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 ⼈権啓発活動費

事業の開始年度 平成 年度 事業の終了予定年度 平成

単位当た
りコスト

計算式等
ー 5,888

1

実績

5,841 5,513

年度

対象 分譲宅地等・四条駐⾞場・使⽤者

事業の
内容説明

・分譲宅地等の維持管理(草刈り業務等の委託)を⾏う。
・分譲宅地等の販売を⾏う。
・四条駐⾞場の使⽤許可及び管理を⾏う。事業の

⽬的
⼩集落地区改良事業にともなう分譲宅地等の維持管理及
び販売を⾏うことを⽬的とする。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明 ⼩集落地区改良事業に伴う分譲宅地等であり、放置すれば住環境の整備が果たせないために市が関与している。

やめた
場合の
影響は

1 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

3,139 3,139 3,197

トータルコスト　（a）＋（c） 5,214 5,888 5,841 5,513

0.55 0.55 0.55 0.55

⼈件費　（c）

（　ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ　）／（　活動指標①　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
3,197



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 年々分譲宅地の売却が進んでおり、販売条件についても整理ができたため成果は向上した。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

⼩集落地区改良事業に伴う分譲宅地の販売を⾏うことにより、その維持管理に係る費⽤等の削減につながり、また
財産収⼊として市の財源の増加にもつながる。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 これまでも草刈業務等の維持管理については、実施時期や場所を精査しながら効率的に⾏い、コスト低減に努めて
きたが、維持管理費は必要コストであるため、これ以上の低減はない。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

分譲宅地等は市の普通財産として、維持管理から販売にいたるまで、適正かつ効率的に⼀括管理する必要があり、そうするこ
とによって、更に効率的な管理ができる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 D

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 コスト時間の低減等効率的な運⽤を⽬指すため、分譲宅地等は市の普通財産として、維持管理から販売にいたるま
で、適正かつ効率的に⼀括管理していく必要がある。

2
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（作成⽇：平成30年5⽉31⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

担当課名 会計課

事業内部管理・維持管理

事務事業名

担当部名

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

事業の種類を選択してください。⇒

公⾦の出納事業

岡本　好彦課⻑名

総合計画の
位置付け

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

予算事業名 会計管理事務費、本庁舎管理費

実績

15

4,811

決算

6,729

当初予算

6,680 5,725

15

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　 　
⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

トータルコスト　（a）＋（c） 16,796 19,235 18,514 24,749

⾒込み

成果指標 15

⾒込み

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

4,811 6,680

当初予算

15収納代理⾦融機関数

計画実績

15

5,725 6,729

12,555 12,789 18,020

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

対象 市職員

事業の
内容説明

・歳⼊歳出の出納に関すること。
・決算に関すること。
・市指定⾦融機関及び収納代理⾦融機関に関すること。
・諸収⼊の収納に関すること。
・その他出納事務に関すること。

事業の
⽬的

財政健全化推進のために、⽇々の出納から決算の調整に
⾄るまで、公⾦の出納業務を円滑且つ適正に実施する。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

決算

年度

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

　

指標の
推移 名称及び単位等

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

 活動指標②

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

11,985

単位当た
りコスト

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

2.10 2.20 2.20 3.10

⼈件費　（c）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない

説明 出納事務を適正に処理することで、⽇々の歳⼊歳出の管理を⾏い、正確な決算事務を遂⾏している。

1 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

公⾦の出納事務については、財政健全化の推進及び公⾦の適正管理において必要不可⽋な業務である。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 現況以下となる⼈員削減は、出納業務の適正管理に⽀障をきたすため、コスト削減の余地はない。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

　現財務会計システムは、10年以上前のシステムであり現状と合っていない部分も多い。問題点を検証し、操作性・効率性の⾼い新システムを導⼊することで、時
間的・⾦銭的コストの削減を⾏う。
　出納業務は細⼼の注意を払って毎⽇遂⾏しなければならないため、職員の⼊れ替わりがあったとしても、直ちに適性に⾏われる必要がある。業務マニュアル等を
随時作成していくことで、⽇々の業務が滞りなく⾏われるよう準備することで、年度当初から決算時期に向けての繁忙期における繁雑な事務を軽減する。
　⽇々の業務は各課の出納の集約でもあるため、各課からの報告等が迅速且つ正確に⾏われる必要がある。報告遅延等により業務に⽀障が出ていることが多い
ため、各課の管理職も含めた出納業務への適正な理解を促すことで、業務の円滑化へとつなげる。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 現状のとおり、⽇々の出納業務が適正に⾏われることが最優先である。今後も改善できる点は改善しつつ、公⾦の適
正且つ安全な管理を進めていく。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

663 712 656 665

656 665712663

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

決算 当初予算

（作成⽇：平成30年５⽉３１⽇）事務事業評価表（平成29年度実施事業対象）

信頼される⾏政を進めるまち

財政健全化の推進

10

3

⽬指す都市像(政策)

施　　　策

岡本　好彦課⻑名担当課名

事業の種類を選択してください。⇒ 事業内部管理・維持管理

公⾦の保管・運⽤事業事務事業名

担当部名

総合計画の
位置付け

会計課

 活動指標①

 活動指標②

当初予算

246

実績

⼀般会計貯⾦利⼦額（単位：千円）

⾒込み

149

⾒込み

成果指標 246

決算

指標の
推移

111 330

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

名称及び単位等
28年度 29年度 30年度 31年度

計画

基本的⽅向

克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

　 　

重点項⽬ 　 　

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　 　

改⾰名 　 　

予算事業名 報酬給与費、会計管理事務費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成 ー

単位当た
りコスト

計算式等

　

実績

年度

対象 基⾦及び⽀払準備資⾦

事業の
内容説明

・⽀払準備資⾦の管理の実施。
（各所属から3ヶ⽉毎に収⽀⾒込を徴する）
・余裕資⾦の定期預⾦先⾦融機関の格付の実施。
・格付等に基づく資⾦運⽤計画の策定。
・公⾦管理対策委員会を開催し、委員会で承認を受けた⽅針
に基づく資⾦運⽤の実施。

事業の
⽬的

⽀払準備資⾦の管理及び余裕資⾦の安全且つ有利な資
⾦運⽤を図る。

妥当性
評価 なぜ市が

関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい

従事者数　（単位：⼈）

5,707 4,566 4,650

トータルコスト　（a）＋（c） 6,370 5,278 5,306 7,641

1.00 0.80 0.80 1.20

⼈件費　（c）

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
6,976



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2
C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 マイナス⾦利政策の実施による⾦利低下により、昨年度預⾦利⼦実績と⽐較して運⽤利益が減少しているが、この
低⾦利時代が続いている中、可能な範囲でより有利な運⽤利益を上げている。

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

満期の都度、⼊札⼜は交渉により市場レートより⾼い利率で預⾦している。

効率性評価
1 効率性が⾼く、これ以上

の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改
善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が

必要 4 効率性が低いが、改善が
⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと

により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明
より安全且つ効率的な資⾦運⽤を実施するにあたり、⾦融機関の格付鑑定対象数に変更がないためコスト削減はで
きない。また、市の財政状況の変化に伴い、より慎重且つ的確な⽀払準備資⾦の管理が必要なため、⼈員削減の
余地はない。

説明

1

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

マイナス⾦利政策による低⾦利及び運⽤できる資⾦に余裕のある期間が短期間であることから、⾼利率での資⾦運⽤を⾼額
で運⽤することは困難である。しかし、運⽤資⾦を中期と短期の組み合わせで運⽤したり、運⽤先の⾦融機関を⼊札によって
決定する等により運⽤利益を上げることは可能である。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 現状の情勢を鑑みながらの安全且つ有益な公⾦運⽤が重要となるため、運⽤先の⾦融機関の選定を⼊札によって
⾒直すと共に、運⽤⽅法や期間などについても⾒直しを進め、厳しい財政状況の中、運⽤資⾦を確保していく。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

3 財政健全化の推進

事務事業名 出納書類の審査事業

担当部名 担当課名 会計課 課⻑名 岡本　好彦

総合計画の
位置付け

3,081

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

事務事業評価表（平成29年度実施事業対象） （作成⽇：平成30年5⽉31⽇）
事業の種類を選択してください。⇒ 内部管理・維持管理 事業

⽬指す都市像(政策) 10 信頼される⾏政を進めるまち

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

ー 年度

対象 各所属から提出される⽀出書類

事業の
内容説明

・⽀出書類について、⽀出科⽬、⽀出⾦額、債権者、契約⽅
法等が適正に実施されているか、審査する。
・所属課に事務の適正処理について指導する。

　

施　　　策

事業の
⽬的

各所属から提出される⽀出書類について、⽀出科⽬、⽀出
⾦額、債権者、契約⽅法等が適正に実施されているか審
査する。

妥当性
評価

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　

なぜ市が
関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　

　

　

改⾰名 　 　

予算事業名 会計管理事務費、本庁舎管理費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

1,857 2,812 2,753 3,081

3.10 3.90 3.90 2.00

⼈件費　（c）

1,857 2,812 2,753

単位当た
りコスト

 活動指標②

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

⾒込み

成果指標

指標の
推移 名称及び単位等

実績 計画 実績 ⾒込み

当初予算

22,257 22,671 11,626

トータルコスト　（a）＋（c） 19,549 25,069 25,424 14,707

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

17,692

決算 当初予算 決算

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

予算執⾏上明確な根拠に基づく会計処理は必要不可⽋であり、審査・指導することにより会計事務の適正処理が
実施されている。説明

2
効率性評価

1 効率性が⾼く、これ以上
の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改

善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が
必要 4 効率性が低いが、改善が

⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと
により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 各所属において会計事務に精通して、適正な処理や指導が実施できる⼈材が育成できれば⼈員コストの削減は可
能であるが、現状でのコスト削減の余地はない。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 会計規則等に基づき審査・指導を実施し、また、研修会を開催することにより各所属の会計事務の適正化につながっ
ている。

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

今後、管理職級に拡⼤した会計研修等を実施し、厳正な公⾦管理について指導すると共に会計書類が不備なく作成される
ことにより会計事務が適正に処理をされれば、審査業務の負担軽減につながり、会計課での⼈員コスト削減は可能である。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 各所属が適正且つ厳正な会計処理を実施するため、各所属における会計事務の重要性及び厳正性を啓発し、審
査業務の強化を奨める。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

3 財政健全化の推進

事務事業名 備品の管理及び処分事業

担当部名 担当課名 会計課 課⻑名 岡本　好彦

総合計画の
位置付け

3

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

事務事業評価表（平成29年度実施事業対象） （作成⽇：平成30年５⽉３１⽇）
事業の種類を選択してください。⇒ 内部管理・維持管理 事業

⽬指す都市像(政策) 10 信頼される⾏政を進めるまち

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

ー 年度

対象 市有財産（備品）

事業の
内容説明

・各所属から提出される備品の取得・廃棄・移管を審査し、承
認通知を各所属に配布し、備品管理システム上のデータを整理
する。
・年1回、備品現況調査を実施する。

　

施　　　策

事業の
⽬的

備品運⽤が適正且つ迅速に実施されるよう、備品データの
整備を実施し、市有財産（備品）を正確に把握する。

妥当性
評価

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　

なぜ市が
関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　

　

　

改⾰名 　 　

予算事業名 本庁舎管理費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

6 6 4 3

0.40 0.60 0.60 0.40

⼈件費　（c）

6 6 4

単位当た
りコスト

 活動指標②

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

⾒込み

成果指標

指標の
推移 名称及び単位等

実績 計画 実績 ⾒込み

当初予算

3,424 3,488 2,325

トータルコスト　（a）＋（c） 2,289 3,430 3,492 2,328

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,283

決算 当初予算 決算

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

平成30年度より会計管理事務費に予算事業変更

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

1

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

1 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

備品（市有財産）の全体を把握することにより、市全体の備品の有効活⽤を図り、購⼊時の抑制につながってい
る。説明

1
効率性評価

1 効率性が⾼く、これ以上
の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改

善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が
必要 4 効率性が低いが、改善が

⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと
により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 平成19年9⽉に備品管理システムを導⼊し備品管理を実施しているが、常にデータのメンテナンスが必要なため、⼈
員コスト等の削減の余地はあまりない。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 備品（市有財産）を正確に把握することにより、備品の使⽤・管理の実施につながっている。

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

新財務会計システム導⼊時に備品管理システムの改良も同時実施し、備品管理及びデータ管理を円滑にできるよう対応する
ことで、⼈員コストの削減を図り、各所属における徹底した備品管理を求め、厳正な備品管理を啓発する。。
また、現在、学校に備品管理システムを含む財務会計システムが導⼊されていないため、備品の⼀元管理ができていないが、
財務会計システムを学校に導⼊されることにより、備品の保有状況が統括できるとともに⼀元管理が実施し、保有する備品全
体を把握することにより、所属間の備品の相互利⽤の促進及び有効活⽤を図る。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明 各所属における徹底した備品管理を求め、厳正な備品管理を啓発し、市有財産（備品）の全体を把握することに
より、市全体の備品の有効活⽤を図る。

2



（ ）

1

2

1 2 3 4

D
O

実
施

備考

3 財政健全化の推進

事務事業名 物品の調達・保管業務

担当部名 担当課名 会計課 課⻑名 岡本　好彦

総合計画の
位置付け

389

総合戦略の
位置付け

基本⽬標 　 　

事務事業評価表（平成29年度実施事業対象） （作成⽇：平成30年5⽉31⽇）
事業の種類を選択してください。⇒ 内部管理・維持管理 事業

⽬指す都市像(政策) 10 信頼される⾏政を進めるまち

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

計
画

ー 年度

対象 庁内で使⽤する物品購⼊所属と納⼊業者

事業の
内容説明

・各所属で使⽤する事務⽤物品について、年度当初に単価契
約を実施する。
・各⽉に各所属から物品請求書受理後、在庫確認の上、不⾜
物品を業者毎に発注する。
・各所属から購⼊代⾦相当額を会計課で取りまとめ、⼀括して
⽤品調達基⾦に⽀払う。
・⽤品調達基⾦を管理し、運⽤状況を報告する。

　

施　　　策

事業の
⽬的

安価で上質な物品⼀括購⼊することにより、⼀括⽀払を実
施し、市の出納業務及び納⼊業者の請求事務の負担を軽
減する。

妥当性
評価

⾏⾰⼤綱の
位置付け 項⽬ 　

なぜ市が
関与して
いるのか

公共性や収益性の観点から、市が関与すべき事業

市の関与について⾒直す余地のある事業（⺠間に事業の⼀部⼜は全部を委ねる余地のあるものや、住⺠ニーズ
が低下している等、社会情勢の変化によるものなど）

基本的⽅向 　 　

重点項⽬ 　

　

　

改⾰名 　 　

予算事業名 会計管理事務費・本庁舎管理費

事業の開始年度 平成 ー 年度 事業の終了予定年度 平成

市の関与の
必要性を評
価してくださ
い

説明

やめた
場合の
影響は

　 ⾮常に⼤きい やや⼤きい 克服できる範囲内 ほとんど無い

説明

受益者負担額以外の歳⼊（補助⾦等）

613 460 656 389

0.50 0.50 0.50 0.30

⼈件費　（c）

613 460 656

単位当た
りコスト

 活動指標②

28年度 29年度 30年度 31年度

 活動指標①

⾒込み

成果指標

指標の
推移 名称及び単位等

実績 計画 実績 ⾒込み

当初予算

2,854 2,907 1,744

トータルコスト　（a）＋（c） 3,467 3,314 3,563 2,133

歳⼊
（b）

受益者負担額

（a）　－　（b）　＝　⼀般財源

正職員
従事者数　（単位：⼈）

2,854

決算 当初予算 決算

計算式等

（　　　　　　   　　　）／（　　　　　　  　　　　）

コストの
推移

（単位：
千円）

財源の内訳

歳出　（直接事業費）　（a）



1 2 3 4

1 2 3

4 5

2

評
価

現時点での
有効性を評
価してくださ

い

上位施策
への貢献
度はどうか

2 ⾼い やや⾼い やや低い 低い

⼀括購⼊による利便性及び物品供給を実施することにより公益性に貢献し、各所属での経費節減の啓発となること
によって、物品使⽤量の抑制につながっている。説明

2
効率性評価

1 効率性が⾼く、これ以上
の改善は⾒込めない 2 効率性が⾼いが、さらに改

善できる余地はある 3 効率性が低く、改善が
必要 4 効率性が低いが、改善が

⾒込めない内容や⼿法を⾒直すこと
により、コストや時間の低
減が可能か評価してくださ
い

説明 取扱い物品を精査し種類を減らすことにより在庫数の減少につなげ、在庫管理に係る⼈員コストの削減が⾒込まれ
る。また、各所属での経費節減を図るため、物品の適正使⽤を啓発することにより、物品使⽤量の抑制を図る。

C
H
E
C
K

有効性
評価

現時点での
成果につい

て

1 ⼗分な成果が出ている 2 概ね⼗分な成果が出てい
る 3 現時点では⼗分な成果

が出ていない 4 成果がほとんど無く、⼤幅
な改善が必要

説明 ⼀括購⼊による利便性及び物品供給を実施することにより、公益性に貢献している。

A
C
T
I
O
N

修
正
⾏
動

この事業について、今後、
具体的にどうすることによ
り、どんな効果が期待でき
るか記⼊してください。

⽤品調達基⾦での取扱物品の種類を精査し発注単位を抑制した結果、⼤幅な単価上昇することがなかった。また、取扱物
品の種類を減らしたことにより在庫管理に係る⼈員コストの削減ができたため、今後も取扱物品を精査し発注単位を抑制する
ことにより、全体のコスト削減につなげる。
ゴミ袋や洗剤のあり⽅も精査した上で削減し、経費節減できるよう引き続き啓発を実施する。

この事業の今後の⽅向性
を、費⽤⾯も含めて記⼊
してください

拡⼤する 現状のまま継続 縮⼩する 課内
優先度 　

廃⽌⼜は休⽌する 完了する

説明
⼀括購⼊による利便性及び安価な物品供給に公益性を維持していた中で、在庫管理の煩雑さや昨今の品⽬の多
様化や低廉化、物流の発達による即時調達等から鑑みると、⼀括購⼊・⽀払の有効性が薄いことから、⽤品調達基
⾦の廃⽌も含めて縮⼩する。
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